
三重大学 

○ 産学官連携体制図 

○ 成 果 事 例 

産学官連携体制図
産学官連携体制整備の概要

・本部（センター)の構成概要
社会連携研究センター内に、

社会連携研究室と知的財産統括
室を設置し、社会連携研究室の
下部組織として地域戦略セン
ターを配し、さらに研究展開支
援拠点、新産業創成研究拠点を
有機的に機能する組織としてこ
れまで分散していた関連部門を
統合・再編した。
・本部（センター）の特徴

研究担当理事が直轄する「産
学官連携に関する実務を担当す
る社会連携研究室」と「知的財
産の創出・活用を担当する知的
財産統括室」の連携により、本
学執行部の意思に沿った産学官
連携戦略が執行できる体制であ
る 。また、大学院地域イノベー
ション学研究科との連携によっ
て本事業を実施することで、高
い実効性を担保しながら事業を
進めることができる。

大学等名 ： 三重大学

別紙（１）

三重大学

名古屋大学、名古屋工業大学
等、東海地域の大学

三
重
Ｔ
Ｌ
Ｏ

学術情報部 ≪事務組織≫
研究支援チーム
○専任職員 【６名】
○事務補佐員 【６名】

社会連携チーム
○専任職員【８名】
○事務補佐員【３名】

◆産学官連携の推進
◆企業からの相談窓口
◆競争的資金獲得支援

社会連携研究室
室長・教授 西村訓弘

○教授（兼任） 【１名】
○助教（専任） 【１名】
○研究員（専任） 【３名】
○産学連携コーディネーター 【１名】
○事務補佐員 【４名】

連携連携

三重県 鈴鹿医療科学大学三重県薬事工業会三重県内企業三重県内各自治体

地域戦略センター(RASC)

◆地域課題解決シンクタンク
産業戦略、地域活性化、地域行政などのプ
ロジェクト推進
○教授（兼任） 【１名】
○研究員（専任） 【４名】
○連携研究員 【１名】
○産学連携コーディネーター 【１名】
○事務補佐員 【２名】

地域イノベーション学研究科

◆地域圏の企業・自治体との
共同研究の実施を題材とし
た地域中核人材の育成

医学部
地域連携医療センター
産学連携推進室

工学部
社会連携推進室

生物資源学研究科
社会連携推進室

知的財産統括室
室長・社会連携研究センター長

吉岡 基

○助教（専任） 【２名】
○研究員（専任） 【１名】
○技術補佐員（専任） 【１名】
○事務補佐員 【１名】

◆知的財産の創出・管理・活用
◆知財人材の育成
・学内教職員、大学院生対象
・三重県内中小企業対象（三重県
と共同で）

地域圏防災･減災研究センター

新産業創成研究拠点

キャンパスインキュベータ

（四日市フロント）
○産学連携コーディネーター 【２名】
○事務補佐員 【１名】
（伊賀研究拠点）
○教授・所長（兼任） 【１名】
○教授（専任） 【１名】
○研究員（専任） 【２名】
○事務補佐員（専任） 【１名】

運営

社会連携研究センター： センター長 研究・情報担当理事・副学長 吉岡 基

学長

運営

（研究展開支援拠点）

（伊賀研究拠点）
○教授・所長（兼任）【１名】
○教授（専任） 【１名】
○研究員（専任） 【２名】
○事務補佐員（専任）【１名】

連携

連携

百五銀行、百五経済研究所、野村證券、三
重TLOと連携し、地域の自治体に対しての総
合的な政策提言や、産業育成・活性化のため
の企画などを行うことにより、地域社会への
貢献を強力に推進した。

最終目標は、地域自治体・企業が抱える課
題に大学各学部・研究科の知的財産を統括し、
自治体・産業界と共に考え、解決法を提示す
る「新たな地域シンクタンク」として活動。

地域社会への貢献、学生キャリア形成支援、
研究領域の拡大を図るとともに、地域の活性
化に貢献した。

自治体と民間企業からの受託事業を実行し、
地域と地域企業の活性化を推進した。

概 要

地域戦略センターの設立とその活動

地域自治体、産業界を見渡した政策提言と
政策実現のための施策を提供する大学発地域
シンクタンク「三重大学地域戦略センター
Regional Area Strategy Center : RASC
（ラスク） 」を設置して、地域振興、産業育
成、環境政策、医療福祉政策など幅広い戦略
を企画立案して､三重県地域と地域企業の活
性化を推進する。

趣旨・目的

大学等名 三重大学
機関名称

（三重大学地域戦略センターの機能図）

＜成果＞
・地域社会への貢献：三重県および地方企業から受託事業1５件以上

（総額約5200万円）を受託し、地域活性化に貢献。
・地域活性化スタートアッププラン促進し、地域産業の実益に貢献。
・スイスCSEM社、フラウンホーファ研究所と三重県、三重県企業

と連携協定を締結。
＜波及効果＞
・学生教育とキャリア形成への効果：地域活性化プロジェクトに、

若手研究者・大学院生を参加させ、実社会が求める実践力を養成。
・研究領域の拡大・深化：地域課題プロジェクトに教員が参加して

社会ニーズの的確な把握と、新たな研究テーマの発見と研究領域
拡大に資する。

成果及び効果

別紙（２）具体的な成果事例 １

三重大学
学長

人文学部・人文社会科学研究科

教育学部・教育学研究科

医学部・医学系研究科

工学部・工学研究科

生物資源学部・生物資源学研究科

地域イノベーション学研究科

事務局

理事・副学長
（研究担当）

社会連携研究センター
社会連携活動の企画・運営

参加

最適な研究者

意欲のある学生

自治体

産業界

三重県 県内の市町

県外の行政機関

県内の中小企業

県外の大企業など

国
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協力依頼
資金提供

共同研究
人材育成

地域イノベーション推進人財の
育成と地域社会への提供研究領域・能力の拡充

地域貢献

三重大学地域戦略センター

地域の自治体、大学、産業界の全体を見

渡した政策提言と政策実現のための具体

的な施策（プロジェクト）を提供する。

政策提言

①地域自治体・企業の課
題解決に特化
②大学の最先端の知的財
産を有効活用
③学長の陣頭指揮
→国立大学初の地域シン
クタンクとして「政策立
案・実施機関」へと機能
展開



三重大学 

○ 産学官連携活動のまとめ 

三重の辻製油と三重大学との産学連携を契
機として、三重県南部地域に柚子を植樹する
プロジェクトを企画し、松坂市、多気町、大
台町、南伊勢町などの参加のもと、柚子栽培
目標10,000本により地域活性化を実現した。

＜経緯＞
①辻製油はJA土佐から柚子オイル開発受託
②三重大と辻製油の産学連携に取り上げ
③三重南部地域に柚子300本栽培提案
④三重県南部地域の市町と企業の参加要請
⑤三重県企業のプロジェクト参加

辻製油は柚子果汁の搾汁残渣を利用し、地
域企業は柚子を利用した新しい商品を開発し、
柚子を軸とする「産学官連携三重モデル」の
実効的成果として地域産業を活性化した。

概 要

柚子を軸とした地域活性化プロジェクト

産学官連携の「三重モデル」の成果事例と
して、柚子を軸とした地域活性化プロジェク
トを紹介。このプロジェクトは､三重の中小
企業である辻製油、ＪＡ三重、ＪＡ土佐、三
重南部の企業と三重大学の連携協同により、
柚子を南紀地域に10,000本植樹し、柚子を
軸とした様々な新商品開発をおこない、三重
県南部地域と三重県企業の活性化する。

趣旨・目的

大学等名 三重大学
機関名称

（柚子を軸とする地域活性化）

最終目標：柚子を軸とした三重県南部地域と柚子を利用する新商
品開発による三重地域と地域企業の活性化を実現する。

・柚子果汁残渣から柚子オイルをとり、様々な新商品原材料開発。
・柚子果汁を活用した柚子アイスクリーム開発
・地域酒造会社との連携による柚子甘酒の開発
・南紀地区漁業との連携による柚子マダイ養殖事業立ち上げ

成果及び効果

別紙（２）具体的な成果事例 ２

柚子畑

収穫

集荷

搾汁工場

柚子オイル工場

残
渣

柚子オイル

堆肥化

残
渣

残
渣

餌に利用

柚子マダイ

販売

地域の企業

果汁

柚子アイスクリーム
柚子リキュール

柚子まんじゅう

全国（全世界）の消費者

販
売

事業期間における産学官連携活動のまとめ

大学等名 ： 三重大学

別紙（３）

事業実施により明らかになった課題等 事業期間終了後の産学官連携活動に対する考え方

1.「産学連携部門」を教育・研究部門と実質的に対等な学
内組織とし、大学知財の社会還元戦略の司令塔と位置付。
産学連携による教育研究に特化した「地域イノベーショ

ン学研究科（平成２０年）」と地域貢献するためのシンク
タンク「地域戦略センター（平成23年）」を設置し、学長
の強力なリーダシップで産官学連携活動を推進。

2.大学の産学連携の目的を明確にし、地域社会で共有。

産学連携の目的を「地域産業の成長を支援することで地
域と共に発展する」と明確化し、域産業界の重鎮が「客員
教授」として大学教育・組織改革に参画するとともに、地
域行政機関と協働できる体制を実現。

3.地域で活動する人々が分け隔てなく集まり、協働作業が
できる「地域のたまり場」として機能する「地方大学」。

企業、大学、行政は単独では目的を果たすこ
とが困難であり、協働で目標達成することが
必要である。

［目標・課題の共有化］：企業、大学、行政
が目標・課題を共有化し、目標の達成・課題
解決に向けた協働が必須。
［背景の共有化］：企業、大学、行政の背景
にある状況・条件（立ち位置）の共有が、よ
り強い推進力となる。
［取り組み方の最適化］：産学官連携への取
り組み方は、対峙する目標・課題によって最
適の形態がある。

共通の背景 ex.同じ地域

行政

大学

企業

行政

大学

企業

共通の目標

共通の目標の達成のために協働する

成
功
す
る
産
学
官
連
携

目
標
の
共
有
化

三重から世界へ：地域に根ざし、世
界に誇れる独自性豊かな教育・研究
成果を生み出す。

～ 人と自然の調和・共生の中で ～
社会貢献の目的：三重大学は、教育
と研究を通じて地域作りや地域発展
に寄与するとともに、地域社会との
双方向の連携を推進する。

社会連携体制の強化
（2011年4月～）

産学連携による教育・研究に特化
した大学院（2009年4月～）

地
域
戦
略
セ
ン
タ
ー



神戸大学 

○ 産学官連携体制図 

○ 成 果 事 例 

産学官連携体制図
産学官連携体制整備の概要

・連携創造本部の構成概要
連携創造本部は、右図に示

された４つの部門により構成
される。

平成２３年４月に「先端研
究推進部門」を「イノベー
ション推進部門」に名称変更
するとともに、当該部門にお
ける活動内容を整理すること
により、イノベーション創出
に向けたミッションの明確化
を図った。

・連携創造本部の特徴
戦略的組織連携の立案や知

財管理・ライセンシング支援
等により、神戸大学における
「知」の創出から社会還元ま
でを一元的に支援する組織で
ある。

大学等名 ： 神戸大学

別紙（１）

応用構造科学産
学連携推進セン
ター
センター長：１名

研究推進部

連携推進課

連携創造戦略
企画部門

部門長：1名

産学連携ＣＤ：

１名

知的財産部門

部門長：１名
起業マネージャー：１名
知的財産マネージャー：
４名

産学官民連携推進部門

部門長代理：１名

産学連携ＣＤ：２名
※６月１日より、産学連携ＣＤを追加で

３名雇用予定。

イノベーション推進部門

部門長代理：１名
特命教授：２名

連携創造本部
運営委員会

本部長：内田一徳 理事・副学長

副本部長：１名

運営

（インキュベーション施設）

・神戸大学インキュベーションセンター

・産学官連携研究スペース
（ＴＬＯ）

（公財）新産業創造研究機構

連携

連携創造本部

概 要

趣旨・目的

大学等名 神戸大学
機関名称

成果及び効果

別紙（２）具体的な成果事例

異分野融合・大学等間連携型共同プロジェクトの
創出を円滑に進めるスキームの構築を行い、「テー
マ企画研究会制度」として事業最終年度まで運営を
行った。狙いは、「安全・安心とそれを支える基盤
技術」に関する単独の大学では解決が困難なテーマ
について、大学や分野の枠を超えた共同プロジェク
トを積極的に推進、定着させることにある。

具体的なスキームは、大学間連携を前提としたア
ーリーステージにある研究会の公募を加盟機関に対
して募り、実用化研究・開発に向けた競争的資金の
獲得や共同研究の実施に向けた活動を支援した。支
援の内容は、１名ないし２名のアライアンス事務局
コーディネーターが担当し、１年から２年の間、研
究会を継続的にマネージメントし、プロジェクト化
に至るまでの戦略・企画立案支援及び技術・市場調
査、企業との連携等を行った。

最終年度までに以下の11研究会が発足した。
①次世代型植物工場研究会 (神戸大学・武庫川女子大学・海外某大学)
②先進的超微細精密機械加工技術研究会 (神戸大学・兵庫県立大学・神戸高専・

兵庫県工業技術センター）
③新型インフルエンザのリスクマネージメント研究会(神戸松蔭女子学院大・ 神戸常盤大学・

ひょうご震災記念21世紀研究機構)
④健康増進・機能回復科学研究会 (神戸大学・兵庫県立大学・神戸学院大学・関西学院大学・

甲南大学)
⑤ユニバーサル囲碁セットの開発研究会 (神戸芸術工科大学・神戸大学・大阪商業大学・

兵庫県工業技術センター)
⑥アレルギーと植物の研究会 (神戸大学・兵庫県立大学)
⑦周産期医療安全・安心研究会 (神戸大学・兵庫県立大学)
⑧環境・エネルギービジネス創出研究会 (神戸高専・神戸大学・兵庫県立大学)
⑨潜熱輸送スラリーの実用化研究会 (神戸大学・神戸高専・新産業創造研究機構・民間企業)
➉瓦礫材燃焼処理・再生エネルギー有効利用システム研究会 (神戸大学・神戸高専・民間企業）
⑪キーストローク生体認証研究会（明石高専・兵庫県立大学・民間企業）

異分野融合・大学等間連携型共同プロジェクトの推進：テーマ企画研究会

研究会スキーム

安全でかつ温熱および冷熱を有
する蓄熱物質の微粒子を水に混入
させた熱輸送媒体（潜熱輸送スラ
リー）を用いて、熱の高密度輸送
とポンプの消費動力削減により大
幅な省エネルギーを可能とする熱
輸送システムを検討する。分散電
源・プラント施設等で発生する余
剰熱を活用したビル冷暖房や地域
冷暖房に適用し、エネルギー消費
量の大幅削減を目的とする。

キーボードの打鍵リズムには各人固
有の特徴があり、この特徴量を抽出し
て個人認証に利用する技術をキースト
ローク生体認証(キーストロークダイナ
ミクス）という。例えばインターネッ
トを介したe-ラーニングシステムでは、
ID-パスワードによる個人認証が一般的
だが、これに代わる技術としてキース
トローク生体認証を利用することで、
従来認証技術によるパスワード漏洩や
‘なりすまし’の問題を回避できると考え

られる。本研究会では、キーストロー
ク生体認証技術を軸とした総合的な個
人認証システムの立ち上げを目指す。

⑨潜熱輸送スラリーの実用化研究
会

⑪キーストローク生体認証研究会
研究会趣旨（一部抜粋）



神戸大学 

○ 産学官連携活動のまとめ 事業期間における産学官連携活動のまとめ

①事業実施により何が重要であると学んだか
・各大学の産学官連携に対する考え方、規定

や体制整備状況に大きなばらつき
②どのような活動基盤を築いたのか
・地域学学連携による産学官連携
Ⅰ）効率的推進Ⅱ）裾野拡大Ⅲ）ピーク伸長

Ⅰ）Ⅱ）確実に実施
Ⅲ）先行する大学がリードして推進

（神戸大学、兵庫県立大学等）
・総会（全加盟機関）による意向反映、

役員会（神戸大学はじめ中核６校）による
共通課題・要望を戦略・企画立案に反映

・アライアンス事務局を設置し、
加盟機関の産学官連携体制整備を支援

・テーマ企画研究会など
（チーム結集・異分野融合型プロジェクト）
③取組の必要性は認識しているが、整備途上

にある要素は何か
・Ⅰ）Ⅱ）は，本事業により達成し収束
Ⅲ）は今後も重要であり継続

・将来ニーズの先取りによる大型共同研究
プロジェクト化、特許戦略策定の促進

大学等名 ： 神戸大学

別紙（３）

事業実施により明らかになった課題等

①学長等のリーダーシップによる将来構想、実施体制、
産学官連携戦略（財源確保、体制の最適化、人材の
育成・確保等について）

・産学官連携プロジェクトの選択と集中による量から質へ
の転換

・個人・属人的な活動から組織的なプロジェクト創出活動
への移行

・産学官連携戦略および実行計画の定期的な評価・見直し
による大学経営層をはじめとした学内や社会・地域の産
学官連携に対する理解促進

②産学官連携機能を維持・発展させるに当たっての方法・
工夫

・連携創造本部の活動を支える人材の確保・強化
→ＣＤに加えて知的財産マネージャーの増員
→後継・若手人材の継続的な育成

・連携創造本部の限られた人的リソースの有効活用による
「戦略的な非定常業務の積極的な推進」と事務業務の再
設計による「定常業務の事務部門の活用や学外組織への
業務移管」

事業期間終了後の産学官連携活動に対する考え方

概 要

趣旨・目的

大学等名 神戸大学
機関名称

別紙（２）具体的な成果事例

テーマ企画研究会
「環境・エネルギービジネス創出研究会」

既存の下水処理場の嫌気性消化槽（メタン発酵槽）を利用
して、消化ガスボイラーからの加熱水蒸気で汚泥を真空脱気、
浮上濃縮、加熱可溶化して、消化速度と消化率を飛躍的に向
上させる技術を開発する。この結果、エネルギー回収率を飛
躍的（約50％向上）に高めることができる。この技術を利用
して、消化ガスを利用した発電事業や燃料化事業の採算性を
大幅に向上させて、自治体向けの下水道事業で、民活による
新しい環境エネルギービジネスを創出する。本研究会では、
システムに用いる要素技術および技術間の課題検討とビジネ
スモデル化の検討を行う。

研究会の体制は兵庫県立大学、神戸高専、神戸大学、民間
企業数社による連携体制を構築。メタン発酵効率化のための
技術は、①汚泥真空減圧濃縮槽、②汚泥真空エジェクター、
③高効率メタン発酵槽に技術要素が分かれる。右に示すよう
なプロセスにより効果的にシステム化できる。これらの各要
素を専門分野とする各大学の研究者が担当している。

既に３つの技術的要素のうち１つは概ね実証試験を済ませ、
現在はそのデータを受けた第２要素の検証段階に入っている。
アライアンスの研究会による組織的な連携を通じ、兵庫県下
の自治体との連携を模索し、現在自治体の協力を得て第２要
素の実証試験を行っている段階である。今後は、システム全
体の検証へ移行する予定である。

成果及び効果

メタン発酵促進システム全体像



岡山大学、鳥取大学 

○産学官連携体制図（連携） 産学官連携体制図（連携）
産学官連携体制整備の概要

連携体制図

・中国地域産学官連携コン
ソーシアムの構成概要

事務局を岡山大学と鳥取大
学に設置し、理事会ならびに
コンソーシアム連絡会議の承
認の下で活動を展開。
毎期末に外部評価委員会を開
催し、活動成果と次期の活動
計画に対する評価と助言を得、
それを反映した活動計画を設
定することで活動の適正化を
図る。
・事務局による活動の特徴
産学官連携と人材育成の２つ

の事業を柱として、産学官連
携プロデューサーと、システ
ム運用管理者および事務担当
者を配置している。マッチン
グ活動の推進にあたっては、
正会員のコーディネーターと
緊密な連携を行う。また、人
材育成事業部では、教育カリ
キュラムを作成し、内外の人
材育成事業を推進する。

大学等名 ： 中国地域産学官連携コンソーシアム

別紙（１）

事務局（代表理事、副代表理事が所属する国立大学法人の教職員で構成）

事業内容
1) ライフサイエンス系、物質材料系・

ものづくり系のコーディネート力等強化
2) 共同事業の企画立案・実行
3) シーズ・ニーズのデータベース構築
4) 情報提供事業（ＨＰ、メールマガジン）等
5) ＷＥＢテレビ会議システム/

ＷＥＢマッチングシステムの活用

事業内容
1) 教育カリキュラム・コンテンツ作成
2) 内部人材育成（目利き人材、産学官連携

推進事務職員育成、弁理士資格者育成）
3) 研修事業とOJT研修の実施

中国地域産学官連携コンソーシアム

地
域
企
業
・
域
外
企
業
へ
の

積
極
的
産
学
連
携
活
動

【
連
携
機
関
】

中
国
経
済
連
合
会

中
国
経
済
産
業
局

工
業
技
術
セ
ン
タ
ー

Ｔ
Ｌ
Ｏ
等
の
財
団

県
、
市
、
他

外
部
産
学
官
連
携
組
織
等
と
の
連
携

【
代
表
機
関
】

岡
山
大
学

鳥
取
大
学

理事会（国立大学法人学長）
代表理事（岡山大学長 森田潔）、副代表理事（鳥取大学長 豊島良太）

コンソーシアム連絡会議
（コンソーシアム会員、特別会員から推薦された者、等）

【産学官連携事業部】

・正副責任者：産学官連携プロデューサー

・コンソーシアムシステム運用管理者等

・正会員が派遣する教職員

特別会員
【
鳥
取
県
】

・
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取
大
学(

国)
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私)
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広
島
県
】
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広
島
大
学(

国)

・
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島
市
立
大
学(

公)

・
県
立
広
島
大
学(

公)
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広
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工
業
大
学(

私)

・
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山
大
学(

私)

・
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学
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学
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私)
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広
島
商
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高
専(

国)

・
呉
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専(

国)

【
山
口
県
】

・
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口
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国)
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国)
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徳
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島
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正 会 員

【人材育成事業部】

・責任者：産学官連携プロデューサー

・正会員が派遣する教職員

民
間
有
識
者
等
に
よ
る
評
価

（
外
部
評
価
委
員
会
）

中
国
地
域
官
公
及
び
自
治
体
・
関
係

団
体
の
参
加
、
な
ら
び
に
支
援

事務局長（岡山大学）

２４校４６団体

○ 産学官連携体制図 
産学官連携体制図

産学官連携体制整備の概要

体制図

・研究推進産学官連携機構の
構成概要

岡山大学は｢研究｣ならびに
｢研究成果の社会への還元｣を
目的に、研究推進産学官連携
機構を設置している。

本機構は５本部２センター
を擁し、各部門が密接に連携
しながら、産学連携活動を推
進している。

・中国地域産学官連携コン
ソーシアム事務局の特徴

機構の部門のうち、特に産
学官連携本部、知的財産本部
と協力し、参加する中国地域
の大学等の対外的活動部門と
連携して、大学等が保有する
技術シーズや公共団体等が実
施する各種支援情報等を、企
業（中国地域外も対象）へ提
供している。

大学等名 ： 岡山大学

別紙（１）

※コーディネーター支援型の採択機関については、産学官
連携コーディネーターの位置づけがわかるよう記載願います。

渡邊 裕 本部長
橋本和彦 知財ＭＧ
(関西TLO出向)
今井俊夫 助教
平野芳彦 知財ＰＤ
小林亜子 知財MG

地域社会・産業界・行政・公設試験研究機関・公共団体等

研究推進産学官連携機構

岡 山 大 学

大学院
学 部

附置研究所

ﾒﾃﾞｨｶﾙﾃｸﾉおかやま
（産学官連携研究組織）

岡山大
ｲﾝｷｭﾍﾞｰﾀ

(中小機構)

学内COE
研究組織

岡山大学
東京ｻﾃﾗｲﾄ

ｵﾌｨｽ

•金融機関
•中小企業診断協会

岡山・産学官連携推進会議

連
携

連
携

連
携

連
携

産 業 界

連携

連携連携

大原晃洋 本部長
薦田哲男 副本部長
斎藤晃一 ＣＤ

公文裕巳 本部長
松浦栄次 副本部長
桐田泰三 ＣＤ
ﾅﾉﾊﾞｲｵ標的医療
ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ
兼任教員【３名】
専任教員【１名】

野木茂次 本部長
村上英夫 MG
(兼務)

山本進一 機構長(理事)

森田 潔 学長

◆知的財産の創
出・管理・活用

◆技術移転支援

社会連携本部

◆社会からの
相談対応

村上英夫 本部長

◆産学官連携の
推進

◆技術相談窓口

◆新医療創造の
橋渡し研究支援

◆研究組織形成
◆研究情報発信

大原晃洋 副機構長
渡邊 裕 副機構長

運営会議

新技術研究ｾﾝﾀｰ

◆大型ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
研究拠点

(異分野融合先端研究ｺｱ)

大原晃洋 ｾﾝﾀｰ長
(兼務)

研究交流企画部 《事務組織》
武田良正 部長、林崇史 課長、飯田政隆 総括主査、日高聡之 主査、鳥津美枝 事務職員

大原晃洋 事務局長
(兼務)

本松佳子 技術職員
松下雅子 事務補佐員

中国地域産学官
連携ｺﾝｿｰｼｱﾑ
事務局(本部)

産学官連携
連
携

知的財産本部研究推進本部
新医療創造
支援本部

産学官融合ｾﾝﾀｰ

◆地域産業界との
産学連携活動拠点

藤原貴典 ｾﾝﾀｰ長

産学官連携
本部

◆発明審査委員会
◆利益相反ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ委員会

PD…プロデューサー
MG…マネージャー
CD…産学官連携コーディネーター

※ 太 枠：本事業を実施する部署



岡山大学、鳥取大学 

産学官連携体制図

産学官連携体制整備の概要

・産学・地域連携推進機構の
構成概要
本機構は研究推進部門、知的

財産管理運用部門、地域貢献・
生涯学習部門、米子地区地域連
携部門の４部門体制とし、産学
官連携の総合的機能を担ってい
る。事務運営は研究・国際協力
部が担っている。

・産学・地域連携推進機構の
特徴
本機構は鳥取大学の産学官連

携の窓口として機能すると共に、
外部機関との連携促進のために、
鳥取大学知的財産活用連携会議
や産学・地域連携推進室連絡会
を設置した。

中国地域の大学・高専等との
連携を担う中国地域産学官連携
コンソーシアム事務局を知的財
産管理運用部門に設置すると共
に、実務を担う産学官プロ
デューサーを配置した。

大学等名 ： 鳥取大学

別紙（１）

鳥取大学産学・地域
連携推進室連絡会

○専任教員【2名】

鳥 取 大 学

運営委員会

○専任教員【2名】
○併任教員【3名】
○ コーディネー
ター【1名】

○専任教員【2名】
○併任教員【1名】
○コーディネーター
【1名】

○併任教員【2名】
○コーディネーター
【1名】

機構長 菅原 一孔
産学・地域連携推進機構

学 長

理事(研究・環境担当) 理事(地域連携担当)

研究推進部門
知的財産

管理運用部門
地域貢献・生涯

学習部門
米子地区

地域連携部門

乾燥地研究
センター

大 学 院
学 部

学内共同教育研究
施設

学外オフィス
・東京リエゾン

オフィス
・大阪オフィス

◆知的財産の創
出・管理・運用
◆技術移転支援

◆研究プロジェク
ト、共同研究推進
◆競争的資金獲得
支援
◆技術相談窓口

◆地域貢献支援
◆生涯学習支援

◆米子地区の
産学官連携

◆企業の相談窓口

研究・国際協力部 （研究協力課、社会貢献課、国際交流課） ≪事務組織≫
○専任職員【20名】 ○事務補助スタッフ【18名】 ○自治体からの出向【5名】

発明審査委員会

ＴＮＳ（とっとりネッ
トワークシステム）

連携

地域社会・産業界（鳥取大学振興協力会）・行政・公設試験研究機関・公共団体等、金融機関

中国地域の
大学・高専等

産学官連携

副機構長

研究・社会貢献委員会

鳥取大学知的財
産活用連携会議

連
携

※文科省コーディネーターは、平成25年3月までの所属

☆コーディネーター(産学官連携プロデューサー)【1名】

☆中国地域産学
官連携コンソー
シアム事務局

☆統括コーディネーター（文科省コーディネーター）【0名】※

○ 成 果 事 例 

概 要

東日本大震災復興プロジェクト

趣旨・目的

大学等名 岡山大学
機関名称

（さんさんコンソからの提案と復興構想）

成果及び効果

別紙（２）具体的な成果事例

平成23年3月11日の震災発生直後から、が
れき撤去等の復興を妨げる諸課題について東
北地域の研究者も参加したWGを設置、HPの
掲示板型コンテンツを利用して議論を行い、
意見を集約した。
また、その意見をもとに、5月には「震災復
興提言書」を岩手大学長とさんさんコンソ代
表理事である岡山大学長との連名で、岩手県
達増知事に提出した。さらに、各所での講演
会・展示会等で、震災で発生した瓦礫中の木
質系バイオマスや林地残材を活用する復興タ
ウン構想の提案や、新たな技術を取り入れた
復興事業企画の提案を行った。
宮古市や福島県等の自治体との連携や、日本
エネルギー学会バイオマス部会、日本弁理士
会等の団体とも連携し、事業に繋がる技術提
案や体制整備の支援を継続して行っている。

さんさんコンソが提言した森林系バイオマスによる地域活性化（復興
タウン構想）は、岩手県が平成23年8月に策定した、東日本大震災
津波復興計画に取り入れられた。また、放射能遮蔽レンガや食品残渣
を用いた除染技術等を、現地自治体や経済団体に紹介し、いくつかの
事案について、契約に向けた相談を行っている。

さんさんコンソが持つ、森林系バイオマス活
用についての知見を、東日本大震災の被災地
域を中心に紹介し、速やかな復興に役立てる
ための支援活動を行う。

さんさんコンソ提言：森林系バイオマス

による地域活性化（復興タウン）構想

岩手県東日本大震災津波復興基本計画

参考資料 p40 より抜粋

技術提案例：

食品残渣を用いた、放射性物質の

吸着固定法による除染技術

→東北の企業と相談中。



岡山大学、鳥取大学 

概 要

デニム生地を再利用した壁面緑化事業による地域活性化

趣旨・目的

大学等名 岡山大学
機関名称

（デニム生地を再利用した壁面緑化事業による地域活性化）

成果及び効果

別紙（２）具体的な成果事例

産学官連携プロデューサーが主導して、相
談者のアパレル企業と岡山大学の教員、農機
製造関連企業とのマッチングコーディネート
を実施。３者による共同研究により、デニム
を原料とした壁面緑化パネルの開発に成功し
た。

５ミリ程度に裁断した繊維は、軽量で保水
性も良く、単独でも植物生育用培地として最
適である。壁面緑化マットは、本来100％
ピートモスから作られていたが、このマット
に、繊維破砕屑を50％混ぜて、観葉植物の
生育培地に利用することを提案した。

不要デニムを再利用した壁面緑化パネルは
2011年、「イオンモール倉敷」（岡山県倉
敷市）およびアパレル企業本社（岡山県岡山
市）の壁面に施工されている。

不要デニムを再利用した壁面緑化パネルを使用することで、植物の
光合成による炭素固定、デニムの焼却時に発生するＣＯ２、壁面を植
物が覆うことによる空調エネルギーの削減により13ｋｇ/㎡のＣＯ２
の削減効果が見込まれるほか、緑は視覚的にヒトをリラックスさせる
効果や生態系の形成、防音効果など、多くの効果が見込まれる。

また、ショッピングモールへの施工については、一般利用客から提
供を受けた不要デニムを利用することにより、地場産業である繊維業、
特にジーンズ生産のアピールに活用するとともに、環境に関する啓発
活動につなげている。当該施設には、年間1600万人を超える利用者
があり、効果が期待される。

アパレル業界では、売れ残りの衣料製品は、
全体製造量の約半分を占める。従来は、これ
らの残存製品は、すべて焼却処分されていた。
コンソーシアム会員である当該企業から、廃
棄処分される製品の内幾らかでも再利用可能
な技術がないものかと相談を受けた。

デニムリサイクル素材を50％

混合して製造した壁面緑化

ユニット（600×560mm）

実施例「イオンモール倉敷」

(岡山県倉敷市）

壁面緑化（約100㎡）

植物生育試験の様子

概 要

広域連携による合同シーズ発表等の実施体制の構築

趣旨・目的

大学等名 鳥取大学
機関名称

（広域連携による合同イベント実施体制の構築）

成果及び効果

別紙（２）具体的な成果事例

大学等の研究成果を実用化するためには、
シーズ発表会等の開催により、新技術の概要
を企業等へ分かりやすく説明する機会が必要
である。しかし、地方の小規模な大学や高専
がシーズ発表会等を単独で開催することは困
難である。そこで本事業では、複数機関が合
同でシーズ発表を行う体制を構築し、合同イ
ベントとして定着させた。

○中国地域さんさんコンソ新技術説明会
山陰（鳥取・島根）発新技術説明会
JSTから支援を受け、コンソーシアムの連

携機関における合同でのシーズ発表会を、都
市圏において開催。

○山陰発技術シーズ発表会inとっとり
大学等研究成果の地域への還元を図るため、

鳥取県内において合同シーズ発表会を開催。

○複数機関参画の個別イベント
・資源の循環利用を考えるシンポジウム
・ワークショップ「マイクロ水力発電の活用

と地域活性化」

○各種マッチングイベントへの合同出展

○中国地域さんさんコンソ新技術説明会 ： 平成21年度から毎年１回、東京で
開催し、多数の機関が参画。これまでに技術指導１件、サンプル提供１２件、
共同研究契約１０件、特許実施契約３件が成立。

○山陰発技術シーズ発表会inとっとり： 平成21年度から鳥取県において毎年1
回開催。企業における商品化や鳥取県における商品創出プロジェクトへ発展。

○複数機関参画の個別イベント： 自治体との共催によりマイクロ水力発電を
テーマとしたワークショップを開催。５機関から分野横断的に工学、法学等の
研究者が参画して発表等を実施。参加者は全国各地から集まった。

○各種マッチングイベントへの合同出展 ： 各大学・高専の技術シーズを取りま
とめて、「中国四国地域アグリビジネス創出フェア(岡山)」、「とっとり産業
フェスティバル(鳥取) 」、「共同研究マッチング交流会(大阪)」などへ出展。

中国地域さんさんコンソ 新技術説明会 山陰発技術シーズ発表会inとっとり

ワークショップ
「マイクロ水力発電
の活用と地域活性化」

マッチングイベント
「とっとり産業

フェスティバル」



岡山大学、鳥取大学 

概 要

大学シーズを核とした産業創出による地域活性化

趣旨・目的

大学等名 鳥取大学
機関名称

（大学シーズを核とした産業創出による地域活性化）

成果及び効果

別紙（２）具体的な成果事例

○学外機関との連携による新商品の創出
鳥取大学知的財産活用連携会議を立ち上げ、

鳥取県、鳥取県産業振興機構、鳥取県産業技
術センター等の学外機関との連携体制により、
大学の特許を核とした新商品の開発を企業と
進めた。

○鳥取県「美容・健康商品創出支援事業」
上記の新商品開発や、機能性素材の研究成

果をきっかけとして、鳥取県の商品創出支援
事業が開始された。

○希少きのこの人工栽培による地域活性化
人工的な栽培が困難であった希少きのこ

“松露（ショウロ）”の栽培技術を核とした
新産業創出や環境保全の取り組みを推進した。

大学等の研究成果を社会へ還元するため
には、技術の発掘から権利化、技術移転活
動などの一環したマネジメントが必要であ
る。本事業では、自治体や学外支援機関と
の連携体制を構築して、産学官連携プロ
デューサーと各機関が連携した技術移転活
動や、これによる新商品の開発、新事業創
出のための活動を行った。

カニ殻に含まれる成分に
よる皮膚再生効果を本学
が特許化。地元企業が本
技術を利用し、鳥取県産
のズワイガニの殻や、
フィッシュコラーゲンな
どの天然原料を含有する
美容クリームを商品化。

○学外機関との連携による新商品の創出 ： 鳥取県産業振興機構等の学外機関と
の連携によって大学特許の技術移転を進め、アンチエイジング効果を狙った美容
クリーム「ほほうるる」や、高品質な「馬油スキンケアオイル」が企業から商品
化された。ほほうるるシリーズの商品は既に約7000万円を売上げた。

○鳥取県「美容・健康商品創出支援事業」 ： 上記のような美容健康商品の創出
や、新規素材：キチンナノファイバーの研究成果がきっかけとなり、鳥取県が
「美容・健康商品創出支援事業」を開始。天然原料由来の機能性素材開発を本学
に研究委託（5000万円）。その成果を基にした県内企業による商品化を推進。

○希少きのこの人工栽培による地域活性化： 従来、人工栽培が困難であったきの
こ“松露（ショウロ） ”の人工栽培に関する技術シーズを活用して、地域おこし
や松林の保全に関する取り組みを推進。学外機関とも連携したワークショップの
開催や、企業等への技術移転活動を展開。

本学の特許技術である高
品質なオイル製造方法を
使用し、熊本県の障害者
支援施設が高品質な「馬
油スキンケアオイル」を
商品化。第4回ものづく
り連携大賞特別賞（日刊
工業新聞）を受賞。

鳥取県と本学では、クロ
マツの根に共生するきの
こ“松露（ショウロ） ”
の人工栽培方法を開発。
松露による地域おこしや
松林の保全のためにワー
クショップや技術移転活
動を積極的に実施。

○ 産学官連携活動のまとめ 

【将来構想】
本事業を継続することにより、中国地域における広域型産

学連携活動拠点として機能させる。そのためには、特別会員
等が実施している支援制度を活用するなど、より効果的な産
学マッチングを実施し、大学等の研究成果による（産業界へ
の）貢献実績を確実に積み上げることが重要と認識している。

連携体制を強化することで、特許群型の面的技術提案や、大
型プロジェクトを創出する、プロデュース型の産学官連携活
動につなげる。

【活動領域】
広域連携や共同プロジェクト創出のためには、
CDと直接的に緊密な連携が必要。
各大学での活動と重複する部分は整理が必要。
CDは、さんさんコンソの広域での情報収集と発
信に期待。

事務局業務を各機関のコーディネーターへの
「支援業務」に特化することが重要

• 広域での合同シーズ発表会の開催（既に基盤構築）
• 正会員CDへ企業ニーズ情報等の提供（既に基盤構築）

【活動手段】
情報発信手段としてのWEBは非常に有用。
WEBでデータベースを見せる仕組みだけでは、
企業とのマッチング成立は困難。
「産→学」の流れのマッチング活動が効果的。

企業を含めた外部機関との連携によって、
新しい産学連携の試みを行う

• HP・メルマガ等による情報提供体制（既に基盤構築）
• 外部企業による技術シーズ情報の全国発信（発展途上）
• データベースの見せ方改善（発展途上）
• 「産→学」のマッチングイベント開催（発展途上）

事業期間における産学官連携活動のまとめ

大学等名 ： 岡山大学

別紙（３）

事業実施により明らかになった課題等 事業期間終了後の産学官連携活動に対する考え方

首都圏

関西圏

その他広域

正会員

特別会員

CD活動支援
シーズ発表機会創出
知財権利化支援

企業等への
支援制度活用

企業

技術相談

特許群的提案
各種セミナー

シーズ情報

広報等
各種協力

さんさんコンソ

外部企業

メルマガ・HPで
正会員シーズを
会員企業に紹介



岡山大学、鳥取大学 

○学長のリーダーシップのもと、研究担当理事、地域連携
担当理事および産学・地域連携推進機構長を配置し、
産学官連携活動をマネジメント。

・実務体制として、若手教員や若手コーディネーターを配置する
ことで継続的な運営体制を構築。

・知財教育、知財の創出・活用までの一貫したマネジメント体制
と学外機関と連携した知的財産活用の推進。

○本事業で培った各機関とのネットワーク、産学官連携体
制、人材育成のノウハウ、人的資源を活用し、岡山大学
と鳥取大学がさんさんコンソ事務局を運営。

・ビジネスマッチングサイト運営会社などの外部機関も活用して
技術シーズを全国の企業へ展開

事業期間における産学官連携活動のまとめ

大学等名 ： 鳥取大学

別紙（３）

事業期間終了後の産学官連携活動に対する考え方

各CD

各CD

各CD

各CD

各CD

○自立化に向けた正会員へのアンケートでは、
合同シーズ発表会など連携事業の有効性と
必要性は認識されつつも、事務局運営費の
拠出は困難であるとの結果。

○知的財産セミナーや通常のコーディネート
業務などの各大学での活動と重複する部分
は整理が必要。

○事務局業務を各機関のコーディネーター
への「支援業務」に特化することが重要

・合同シーズ発表会の開催（既に基盤構築）
・メルマガ・ホームページ等による情報提供

（既に基盤構築）
・企業ニーズ情報等の提供（既に基盤構築）
・ビジネスマッチングサイト運営会社による技術シー

ズ情報の全国発信（発展途上）

さんさんコンソ
事務局

事業実施により明らかになった課題等

※ 記載する際には下記の内容を必ず含めること。

①学長等のリーダーシップによる将来構想、実施体制、産学官連携戦略（財源確保、
体制の最適化、人材の育成・確保 等について）
②産学官連携機能を維持・発展させるに当たっての方法・工夫

各大学・高専

ビジネスマッチング会社
技術シーズ
の情報提供

各研究者

メールマガジン・
ホームページで
各会員企業に紹介

さんさんコンソ事務局
・シーズ情報の集約
・契約支援
・進捗状況フォロー

各CD

知的財産教育 目利き人材の育成

知財の創出発明の発掘、質の強化

知的財産活用連携会議 技術発表会

技術移転活動 地域の新産業創出

人材育成

知財創出

各種連携

産業創出

知的財産教育 目利き人材の育成

知財の創出発明の発掘、質の強化

知的財産活用連携会議 技術発表会

技術移転活動 地域の新産業創出

人材育成

知財創出

各種連携

産業創出

各大学・高専

ビジネスマッチング会社
技術シーズ
の情報提供

各研究者

メールマガジン・
ホームページで
各会員企業に紹介

さんさんコンソ事務局
・シーズ情報の集約
・契約支援
・進捗状況フォロー

各CD



山口大学 

○ 産学官連携体制図 

○ 成 果 事 例 

産学官連携体制図
産学官連携体制整備の概要

・本部（センター)の構成概要
（平成２４年４月1日より）
 これまでの「産学公連携・

イノベーション推進機構」
と「総合科学実験セン
ター」を統合し、「大学研
究推進機構」とした。

 「産学公連携・イノベー
ション推進機構」内の3部
門は、「産学公連携セン
ター」「知的財産セン
ター」として「大学研究推
進機構」内のセンターとし
た。

 「研究推進戦略室」を設置
し、この室内にＵＲＡを配
置した。

・本部（センター）の特徴
 研究企画両増強とＵＲＡ配

置（3キャンパス）による
各部局との連携強化

 大学全体の研究力強化によ
る社会貢献・産学官連携活
動の推進

大学等名 ： 山口大学

別紙（１）

概 要

やまぐち事業化支援・コーディネート連絡会議による地域連携

趣旨・目的

大学等名 山口大学
機関名称

（やまぐち事業化支援・コーディネート連絡会議 体制図（左図） と 目的（右図）

成果及び効果

別紙（２）具体的な成果事例

県内あるいは広域コーディネーターが組織の壁を越えて連
携・協働して地域発イノベーションの創出に向けた活動を行
うことを目指して、県内外の学官金の機関に所属するコー
ディネータ等が参加する、 「やまぐち事業化支援コーディ
ネート連絡会議」を立ち上げ、活動を行った。
具体的には以下の内容の活動を行った。
・これまで各機関のコーディネータが個々人で行いがちで

あった産学のマッチング活動を、コーディネータ連絡会
議の中でニーズ情報／シーズ情報を共有しあい、複数の
コーディネータが協働してマッチングを図る。

・県内企業が応募した事業化創出のための助成活動に対して
も、情報共有し、複数のコーディネータが関与・支援す
る事により、地域企業の研究開発活動のコンソーシアム
化を目指し、事業化を目指す。

・県内でのニーズ／シーズマッチングのみならず、研究機関
が連合した他地域へのシーズ発表会や、地域企業ニーズ
に即した他地域のシーズの紹介活動を実施する。

①県内の学官金の機関が参加しており、山口大学とやまぐち
産業振興財団が事務局役を務めた。

（参加機関；22機関 メンバー数：115名）
②運営にあたっては以下の点を工夫した。
・会則の中で秘密保持の条項も盛り込み、参加者が情報交換

しやすくした。
・山口大学を含む、県内３大学、3高専機関の研究者情報を

一元DB化、メンバーに開放し、研究者シーズ情報が一元
的に検索できるようにした。

・メーリングリスト・掲示板を立ち上げ、会員同士の情報交
換が活発化させるなどの情報交換手段も整備した。

③本事業終了後のＨ25年度からは企業が主体の地域イベン
ト（事務局、地元金融機関）と合同開催とし、ネット
ワークの拡大を図る。

 参加各機関での企業でのマッチングの件数が増加した。
 一つの事案に対して複数機関のコーディネータ―がフェイスに応じて協力、分業して支援

を行い事業化に努めた。
（例）「やまぐちグリーン部材クラスター」（「地域イノベーションクラスタープログラ

ム）の成果の一つとして設立されたベンチャー企業「山口光半導体研究所㈱」（主要
製造品目：ＬＥＤ用部材であるサファイア加工基板）への支援

・設立にあたっては、クラスター管理法人である（地独）山口県産業技術センターと山口大
学のコーディネーター（山口大ＭＯＴ修了生）が共同でビジネスモデル検討や出願支援を
行い、また「革新的低炭素技術集約産業国
内立地推進事業」(経済産業省助成事業1.5
億円の採択を支援した。

・設立後は、やまぐち産業振興財団のコー
ディネータ―が同社の支援に参加し、
県内ＬＥＤ照明機器製造メーカー6社と、
同社からなる研究会を立ち上げ同財団の
補助金を活用しながら試作活動を支援し、
同社の販路開拓に努めた。

やまぐちグリーン
部材クラスター

山口光半導体
研究所㈱

大学発ＶＢ設立
（地域企業施設内に工場）

山口大
ＣＤ

クラスター
ＣＤ

サファイア加工基板

県内ＬＥＤ照明機器
メーカー（6社）

ＬＥＤチップ

立ち上げ
支援

販路開拓

県産業
振興財団
ＣＤ

ＬＥＤ照明

研究会活動

学シーズ

産
ニーズ・シーズ

マッチング

産学共同研究

商品化開発

事業化ビジネスプラン

学公による
事業化支援チーム

事業化への壁

企画提案型
のマッチング

学公による
イノベーション
支援チーム

事業化
ちゅうごく産業創造センター

中国地域ニュービジネス協議会

周南新商品プラザ
山口県技術交流協会

山口県アクティブシニア協会

山口県・宇部市
山口県産業技術センター

山口・防府地域工芸
地場産業振興センター

山口県発明協会
やまぐち産業振興財団

＜会長＞
やまぐち産業振興財団

副理事長

＜事務局＞

やまぐち産業振興財団
山口大学産学公連携センター

＜会員＞
参加機関や連携会議が認めた

コーディネータ等すべて
２２機関 １１５名

総 会・幹事会
宇部工業高等専門学校
徳山工業高等専門学校
大島商船高等専門学校

山口大学 水産大学校
山口県立大学 東京理科大学

香川学園 徳山大学
山口ＴＬＯ

＜オブザーバー＞

日本政策金融公庫
西京銀行 山口経済研究所

ＣＵＢＥサロン（宇部地区）
企業５８社

周南ベンチャーマーケット（周南地区）
企業５７社

＜やまぐち事業化支援・コーディネート連絡会議＞

企業コミュニティ組織体との連携 （Ｈ２５年度より）



山口大学 

○ 産学官連携活動のまとめ 事業期間における産学官連携活動のまとめ

大学等名 ： 山口大学

別紙（３）

事業実施により明らかになった課題等 事業期間終了後の産学官連携活動に対する考え方

◆明日の山口大学ビジョン
（2008年2月 制定）
・教育、研究、医療、
文化及び経済の各方面
から、地域社会や国際
社会との連携を軸に

据えた活動を発展
させていきます。

中期目標、中期計画に基づく、研究
力強化と社会貢献の1つとしての
産学官連携活動の位置付け

学長のリーダーシップ
・大学研究推進機構の設置(別紙(1))
・研究推進戦略部＋3センター体制

【財源確保】
・間接経費を産学官連携活動経費へと直接循環させる仕組みを整備する。

→ CD等が獲得に直接関与した外部資金（例：JST-A-STEP）の
間接経費を中心に産学官連携活動経費に振り向ける。

【体制の最適化】
・別紙(1)に示した体制整備を平成24年4月に完了
・研究推進戦略部内に設置のURA室と産学公連携センタースタッフとの

連携・協働体制の整備・拡充
【人材育成・確保】
・若手産学連携支援人材確保をURA室に設置したURA支援事務部門の

若手人材確保機能と連動させて実施
・作成した産学連携支援人材育成用教材、本学が既に有している知的

財産関連教育教材、契約関係教育教材等を利用し育成を実施
・産学連携支援人材の業績評価制度の整備、制度に沿った適正な評価及び

評価に沿った雇用継続・昇格の実施
【産学官連携機能を維持・発展させる今後の工夫】
・産学官連携機能が大学にとって重要、不可欠、メリットが大きい

ことを成功事例紹介等により教職員に積極的に周知する活動の実施
・研究者支援の成功を導く活動の１つとして産学官連携活動を捉え、

研究開始時点から出口戦略を意識した支援メニューも準備・実施

「産学公連携。イノベーション推進機構」⇒「大学研究推進機構」へ改編
研究推進戦略部（URA室）設置（平成24年4月～）

（ＵＲＡ整備事業に採択）
＜視点＞
 研究力強化 異分野融合による研究PJ化
 産学連携ｺﾃﾞｨﾈｰﾀｰとの協働による

イノベーション創出に向けての活動

産学研究プロジェクト
プロデュース

 大学の有望研究シーズ
（“尖ったｼｰｽﾞ”）を抽出

 コーディネーター（学外も
含む）＋知財センタース
タッフが一体となった研
究者支援・研究マネージ
メント

 大型競争的資金／産学
共同研究 の獲得

実用化に向けての研究
開発のステージ・アップ

コーディネーター等
の関与により、個別
案件での外部資金
獲得はアップ

但し、直ぐには全学
規模での外部資金
獲得の実績につな
がらなかった。

 （大学の研究成果の
実用化には相応の
開発期間が必要）

外部獲得資金依存だけでなく
自己資金の導入も必要

このためには、全学レベルでの産
学官連携活動への支持が必要

イノベーション創出に
向けてのアプローチ＜ ＞

産学官連携活動の
経済的自立化に向けての課題＜ ＞

（全キャンパスにCD配置）
・ライフサイエンス支援室（小串地区）
・吉田地区支援室 （吉田地区）

【何
が
重
要
で
あ
る
と
学
ん
だ
か
】

【築いた活動基盤】

 コーディネーター／ＵＲＡの活動評価システムの運用
（制度設計は完、Ｈ24年度後期に少人数に対して試行）

⇒業績評価による人材育成、少数精鋭化

人
文 経

済
教
育

理工

医

農

共
同
獣
医

M
O
T

URAによる研究者
分析とPJT提案

【整備途上にある要素】

LED植物育成工場における新規栽培法の確立とその技術移転

趣旨・概要

大学等名 山口大学
機関名称

（開発した新技術(Shigyo法)の効果）

成果及び効果

別紙（２）具体的な成果事例

開発した新技術(Shigyo法)の効果

従来の蛍光灯下での育成に比べ、赤

色LEDと青色LEDの使用により新

鮮重量で20％増を達成。ここに、

今回開発した新規栽培法を適用する

ことで、蛍光灯下の2.5倍(150 % 

増)の生育を実現した。

昭和電工作成の植物工場向け資料よ

り引用

 知的財産権の確保
新規栽培法については、リーフレタスの一品種「サマーサー

ジ」を用いた実験の中で見いだされた。最初の特許出願と同時
並行でリーフレタスの他品種、他の植物工場で栽培される野菜
などについて検討を行い、優先権を利用し適宜実施例を追加し
た。合わせて、藻類についても別途予備的な実験を行い、その
結果についても特許出願を行った。
・特許出願：ＰＣＴ出願３件（内、台湾への直接出願2件）
・商標登録：“Shigyo法”（開発した栽培方法）

※山口大研究リーダー執行正義教授の名前にちなむ

 受賞歴 2012年日経優秀製品・サービス賞、優秀賞、日経
産業新聞賞

 山口大学農学部では文科省Ⅰ期クラスター創成事業（Ｈ16
～20年度）等を通じて、研究手法の確立等、植物の光制御
に関する研究実績を培ってきた。昭和電工株式会社は、この
成果に着目し、独自に開発した植物育成に利用可能な赤色
LED（660 nm LED）の技術を組み合わせ、完全人工光型
の植物工場において野菜類の生育を爆発的に増大させる新規
栽培法（重量比 最大2.5倍）の開発に成功した。

 山口大学ではこの技術について、昭和電工と共同で特許出願
を行い、国際出願、権利範囲確保のための様々な実証研究を
行った。また植物工場を展開している複数の企業に新規栽培
法を開示し、技術の実証を行った。

 本技術のビジネスについては昭和電工が主体となり、植物工
場（商業施設）へのライセンス活動を展開している。事業実
施第１号は、福島県川内村に建設される植物工場（Ｈ25年
5月稼働予定）となり、震災復興に資するため、無償でライ
センスすることとした。

山口大学

山口TLO

昭和電工 植物工場
（商業施設）

ライセンスに
関する覚書

NDA

ライセンス供与

ライセンス料
ライセンス料

 技術移転スキーム
新規栽培法はすぐに植物工場で適用できるとの判断から、商業施設向けのライセンス

活動については昭和電工が一元的に担当することで合意した。山口大学と昭和電工との
間でライセンスに関する覚書を締結した。これに基づき、商業施設に対してはNDAを締
結して技術を開示した後、希望する施設には有償でライセンスを供与する。ライセンス
料は前記覚書の規定に従い、山口大学に山口ﾃｨｰ･ｴﾙ･ｵｰを通じて配分される。

特許出願、ライセンスに関する覚書の締結、研究の遂行に当たってはライフサイエン
ス支援室がワンストップ窓口となり、プロジェクト支援を行った。



九州工業大学 

○ 産学官連携体制図 

○ 成 果 事 例 

産学官連携体制図
産学官連携体制整備の概要

・本部センターの概要
2006年10月、産学連携推

進センターが発足
2010年4月に国際的な産学

連携官推進を強化するため国
際部門を設置

2012年7月に安全保障輸出
管理を、徹底した自主運用管
理が行えるよう、安全保障輸
出管理室として独立

2012年9月にURAセン
ターを設立し、産学連携推進
センターとURAセンターの一
体化を図るためイノベーショ
ン推進機構を設置
・センターの特徴

産学官連携活動を戦略的に
実施し、技術移転による事業
化の推進、地域経済への貢献、
ソフトウェア著作権理念の確
立を目指し、地域と我が国の
産業のイノベーションに貢献
するワンストップサービスの
組織。

大学等名 ： 九州工業大学

別紙（１）

研究協力課
専任職員【７名】

業務補助員【４名】

外部資金関係事務及び
契約、知的財産関係事
務、社会連携事務など

地域産学官連携ボード
九州工業大学
技術交流会

東アジア経済圏

連
携

協
力

連
携

産学連携推進センター

部門 業務 人員

知的財産
部門

●整備済基盤業務
●地域産学官連携ボード対応
●モードⅡ型知財業務
●ソフトウェア著作権研究
●特許自己出願・維持管理業務

●知的財産部門長【１名】
●知財マネージャー 【３名】
●特許相談アドバイザー【２名】
●契約法務担当【１名】
●業務補助員【１名】

リエゾン
部門

●整備済基盤業務
●地域産学官連携ボード及び技術交流

会を通じた地域交流対応
●モードⅡ型研究プロデュース
●東アジア地域経済圏拡大

●リエゾン部門長【１名】
●産学官連携コーディネータ【１名】

（ＣＤ支援型）
●コーディネータ【３名】
●技術交流会スタッフ業務補助員【３名】

教育支援
部門

●整備済基盤業務 ●知財DNA教育
●ベンチャー社員社会人教育

●教育支援部門長【兼任１名】
●兼任教員【兼任１名】
●知財DNA教育ﾏﾈｰｼﾞｬｰ【兼任１名】

ベンチャー
支援部門

●整備済基盤業務
●地域金融機関と連携したファンドの創設
●関連機関と連携した経営サポート

●ベンチャー支援部門長【兼任１名】
●兼任教員【兼任１名】
●ベンチャー支援ﾏﾈｰｼﾞｬｰ【兼任１名】

国際部門 ●国際産学官連携の支援他
●安全保障輸出管理

●国際部門長【１名】
●国際契約法務担当【兼任１名】

飯塚分室 ●飯塚地区産学官連携の推進 ●飯塚分室長【兼任１名】
●コーディネータ【１名】
●業務補助員【１名】

若松分室 ●若松地区産学官連携の推進 ●若松分室長【兼任１名】
●専任教員【１名】

産
学
連
携
推
進
セ
ン
タ
ー
長
（赤
星
保
浩
）

副
学
長
（研
究
・産
学
連
携
担
当
）（
鹿
毛
浩
之
）

学
長

（松
永
守
央
）

安全保障輸出管理室
専任職員【１名】

安全保障輸出管理に関
する事

概 要

モードⅡ型産学官連携による事業化の推進

趣旨・目的

大学等名 九州工業大学
機関名称

（事業化製品例 ）

成果及び効果

別紙（２）具体的な成果事例

大学の研究者が個人の学問的興味から始めた研究成果である

ところの技術シーズについて、産業界のニーズとのマッチング

を見出だすのは容易ではない。そこで予め、時代、社会、企業

等のニーズに基づいて研究テーマを設定し、一定の成果が得ら

れたところで、共同・受託研究に繋げ、最終的に事業化までを

支援するモードⅡ型産学官連携を志向する。

企業での事業化や、発明者によるベンチャーの起業等が出口

となるので、資金力が小さい企業が死の谷を越えられるように

競争的資金獲得の支援を行い、新株予約権による技術移転等を

実施する。

＜モードⅡ型産学官連携推進＞

１）学長等大学トップが地域企業トップを訪問するトップ外

交により、企業側の産学官連携への機運の醸成に努めた。

２）コーディネータが自らの目線で研究者データベースを作

成、ウェブ化し、大学技術シーズの見える化を図った。

３）ニーズ・シーズ研究会で大学特許シーズを紹介し、又地

域企業・病院等を招聘又は訪問してニーズの掌握を行い、

学内へのニーズ紹介と、シーズとのマッチングに努めた。

４）展示会出展、近隣都市での出前講座キャラバン開催、

JST新技術説明会開催、J-Store等データベース登録等

を通じて大学シーズPRと企業ニーズ入手に努めた。

＜事業化推進＞

５）ニーズ・シーズのマッチング ⇒ 企業との共同研究⇒ 技

術移転 ⇒ 企業による事業化へと繋ぐ活動を推進した。

６）大学発ベンチャー に対しては、①新株予約権を対価と

したライセンス、②特許現物出資による株式取得、③通

常のライセンスの３通りの形態で技術移転を推進した。

圧縮率を動的に可変できる
高音質音声合成ＬＳＩ
（ＨＱＡＤＰＣＭ）
（㈱ラピスセミコンダクタ）

通話音質の

高域補間技術「くっきりトーン」
話速変換技術「スロートーク」
を搭載した携帯電話

（㈱シャープ/

ソフトバンクモバイル㈱）

眼底血流動画医療機器
大学発ベンチャー企業
ソフトケア㈲

健康サプリメント「エラス
チン」㈱E&Cヘルスケア

及び大学発ベンチャー
企業㈱バイタルリソース
応用研究所

可視光活性光触媒による
除菌・消臭機能を付与し
たタイル
「MaSSCシールド」

第４回ものづくり日本大賞
特別賞を受賞
㈱フジコー

スーパーツイーター「宙」
「オーディオ銘機賞２０１０」
特別賞・開発賞を受賞
大学発ベンチャー企業
㈱キットヒット

１）大学トップが１００社訪問の目標を立て実行した。
２）コーディネータの研究者へのインタビューを通して、コーディネータ目線で作成した研究

者紹介資料は、誰にでも分かり易いと好評で、研究の理解と信頼関係構築に寄与した。
３）当初企業ニーズ情報入手には難しいところがあったが、北九州市の協力・仲介により入手

が加速し、地域企業との産学官連携、総合病院との医工連携が活発化している。
４）地域の他大学の参加も要請し、ＪＳＴ主催の新技術説明会を九州で初めて北九州市で開催

した。
５）上欄に掲載する事業化製品例のように、数々の大学の技術が企業で製品化され、産業と社

会の発展に貢献した。
６）①新株予約権を対価とした技術移転を実施したことにより、資金に乏しいベンチャー企業

への大学特許のライセンスを容易にした。
②投資会社が現金出資、大学が特許の現物出資により、それぞれ株式を取得してベン

チャーを設立する新規な手法を開拓し実施した。



九州工業大学 

○ 産学官連携活動のまとめ 

概 要

地域振興への貢献（産学官連携プラットフォームの形成）

趣旨・目的

大学等名 九州工業大学
機関名称

（北九州地域産業人材育成フォーラム）

図（写真）等

成果及び効果

別紙（２）具体的な成果事例

既存の九州工業大学技術交流会（キューテック・コラボ）や、
新設した地域産学官連携ボードの活動により、地域の企業・
大学・高専・ＴＬＯ・自治体との関係を密にし、情報を共有
しながら知恵を出し合い、各種事業を立案して北部九州地域
の産業振興に貢献する。

地域振興への貢献のため以下の事業等を実施。

①九州工業大学技術交流会（キューテックコラボ）
地域企業等が気軽に来学できる環境を作り上げるため、月例のセ
ミナー＆交流会「三木会」等を開催するとともに、施策情報やセ
ミナー・研究会情報等、各種情報発信を行う。

②出前講座キャラバン
福岡県、大分県、山口県等周辺地域の自治体、商工会議所等と連
携を拡大するため、学長・コーディネータ及び知財担当者が現地
へ出向き、本学の取組や技術シーズ等を紹介する。

③地域産学官連携勉強会
本学が蓄積した知財活動や産学官連携等に係るノウハウを地域の
大学、ＴＬＯ等と共有し、相互連携を図る。

④北九州地域産業人材育成フォーラム
本事業で設けた地域産学官連携ボードがイニシアティブを取り、
（公財）北九州活性化協議会において設置した。各参加大学や企
業が保有するキャリアセンターや教育制度、企業設備、技術など
を出し合い、小学校から大学、社会人までの各種の人材育成事業
に地域で協働して取り組んでいる。

①九州工業大学技術交流会
月例のセミナー・交流会が普及し、会員数も事業開始当初の
１８８(法人会員１０６、個人会員８２)から現在では４８８
(法人会員２５４、個人会員２３４)まで増加した。

②九工大出前講座キャラバン（本事業期間中12回開催）
地域自治体、商工会議所等との関係を構築。

③地域産学官連携勉強会（本事業期間中20回開催）
知財教育、安全保障制度等も他大学に普及

④北九州地域産業人材育成フォーラム
インターンシップ参加企業は、平成23年度42社、平成24年
度63社と拡大。人材育成をベースとした産学官連携のプラッ

トフォームへと発展中。

インターンシップ推進セミナー

工場見学ツアー

事業期間における産学官連携活動のまとめ

大学等名 ： 九州工業大学

別紙（３）

事業実施により明らかになった課題等

・イノベーション推進機構の定着
平成24年9月より、上図のイノベーション推進機構を設置した。ガバ
ナンスの効いた効率的な組織として更なる体制の定着を図る。

・財源、人材の確保
①技術移転収入、共同・受託研究の間接経費を増加させ、産学官連携推

進の経費に反映するポジティブスパイラルを構築する。
②非承継の年俸制専門職教員の新たな制度等を活用し、知財・契約・

コーディネート業務等の専門的な能力をもつ人材を確保・育成する。
・産学官連携機能を維持・発展させるに当たって

産学官連携活動には地域への貢献、学生等への教育効果、教員の研究
発想のトリガー、人的ネットワーク、大学のブランディングや広報、
共同研究等の呼び水効果など多面的な役割がある。より広義な効果を
認め、これらを含めた評価方法を確立し、評価に見合った産学官連携
事業の戦略を立案していく必要がある。

事業期間終了後の産学官連携活動に対する考え方

重要であると
学んだ事

活動基盤
整備途上に
あるもの

大学は不実施機
関であるため、
大学の研究成果
を如何に企業と
結び付け、企業
等を支援してい
くかが重要

新株予約権を対
価とした技術移
転や特許群の譲
渡等、新たな手
法を開拓

経済社会の影響を
受けるため、時の
利を待ちつつ、継
続的に技術移転を
進めていく。

地域ネットワー
クの構築と、人、
組織の関係づく
り

地域産学官連携
ボード

各参加大学や企業
が保有するキャリ
アセンターや教育
制度、企業設備、
技術を如何に「結
集」させていくか
が今後の課題

ソフトウェア著
作権においては、
学生も産学官連
携の重要な要素
である事

教育にも役立つ
制度設計、学内
説明会、学生向
けパンフレット
の制作

学生は入れ替わり
があるため、継続
的な啓蒙活動

産学官連携にお
ける専門性の高
い人材の確保

人材育成とキャ
リアアップのた
めの新たな雇用
制度の設立

専門人材が働きや
すい更なる雇用体
制と環境の整備



北陸先端科学技術大学院大学 

○ 産学官連携体制図 

○ 成 果 事 例 

産学官連携体制図
産学官連携体制整備の概要

・本センターの構成概要
知的財産管理部門、ベンチ

ャービジネス支援部門の２部
門を統合し「先端科学技術研
究調査センター」として平成
２１年４月１日より組織再編
を行った。さらに、「産学官
連携総合推進センター」とし
て平成２４年4月1日より改組
を行い、国内外の諸機関との
連携を推進し、本学の研究活
性化に貢献する窓口としての
機能を果たせるように機能強
化した。
・本センターの特徴
本学の社会、産業界との接点
として産業界のニーズを収集
し、本学の各研究科等と連携
して民間企業との様々な形で
の協力関係の構築を推進して
います。また、産学官連携の
ベースとなる知的財産の創出、
管理、活用を支援しています。

大学等名 ： 北陸先端科学技術大学院大学

別紙（１）

センター長・教授： 寺野 稔

センター専任教員 ２名

コーディネートスタッフ ３名
（非常勤）

産学官連携コーディネーター ３名
（非常勤）

特許/技術アドバイザー ９名
（非常勤）

産学官連携自立化促進プログラム
プログラムマネージャー（非常勤） 1名

教授（兼務）（特別学長補佐）1名

産学官連携総合推進センター

産学連携推進・知的財産管理・ベンチャー支援
研究資金管理課長

産学連携係８名
うち1名が本プログラ
ム雇用の事務補佐員

研究機構副理事

研究推進課長

総括・企画係２名

連携協力

庶務担当

【事務組織】

学 長

研究機構担当理事： 川上 雄資

研究科/センター連携協力

【教学組織】

概 要

産学官連携専門人材育成プログラムの開発

趣旨・目的

大学等名 北陸先端科学技術大学院大学
機関名称

（ＪＡＩＳＴ専門人材育成プログラム） 前例のない能力指標開発の試み

成果及び効果

別紙（２）具体的な成果事例

【目的】
本学独自の産学官連携専門人材育成プログラムを開発し、計画的かつ継続的に優

秀な専門人材が確保できる仕組みを構築する。もって、大学の自立的・効率的な知的
財産活動の促進と高度な産学官連携コーディネート活動を推進し、産学官連携活動
のさらなる質の向上を実現するとともに、脆弱な外部人材依存体制からの脱却を図る
事を目的とした。

【概要】
本事業開始前に、①産学官連携活動の全学的拡大②知的財産マネジメントの強化

③コンサルテーション業務の強化の3点を目標とした。共通していえるのは、優秀な
専門人材の育成・確保の重要性にかかる点である。そこで、ⅰ知的財産に関する情
報収集・分析能力（及びその活用に関する実践的能力）にたけた者、ⅱ「産」のニー
ズのわかる計測機器のスペシャリスト、これら２つのタイプの人材育成を目的とする
プログラムを計画的、継続的に実施することによって、本学における産学官連携活動
にブレークスルーをもたらす計画とした。
【実施内容】

このようなプログラムの実施に当たって、本学における産学官連携活動の中核組
織の役割を担ってきたセンターの機能を更に強化する必要があった。このため、相互
に密接に関連する研究調査・産学官連携コーディネート・知的財産のそれぞれの分
野毎にユニットを形成し、外部人材も活用しながら、複合的・有機的に活動を展開し
た。又、関係する大学内外の機関との人事交流により、育成後の若手専門人材を産
学官連携のつなぎ役として、各機関で活用するよう計画した。

具体的には、上記ⅰ、ⅱにそれぞれ対応するコースを設け、①授業受講等による
知識修得、②センターにおける実務研修、③外部連携機関・企業におけるインターン
シップ、の三本立ての内容で若手人材の専門能力を高める事とした。育成プログラ
ムの１/３の期間は、本学知識科学研究科及び情報科学研究科と協力し、講義により
産学官連携及び知的財産関連の基礎知識を修得させる。また、１/３はセンター内
チューターの下で産学官連携ユニット、調査ユニット及び知的財産ユニットに分かれ
て、それぞれに関するノウハウを実践的に学習させる。さらに、学外の関係機関での
インターンシップを行い、実務で実践的な経験を積み、大学外の機関の文化の体得
と、人脈の構築のために１/３の期間を用いる計画とした。

学外から社会人経験のあるポスドクのほか、学内若手事務及び技術職員を対象と
して、知的財産関連の専門知識の修得、各種情報の収集・分析能力の向上及び産
学官連携コーディネートノウハウの継承・蓄積を図る人材育成を行うことにした。特に、
技術職員については、従来行ってきた「技術サービス 制度」による受託計測分析か
ら共同研究へ発展させるため、企業との連携に係る業務のスキルの向上を図り、
「産」のニーズがわかるコーディネーターとしての能力を具備させるように設計した。

各プログラム項目は、基礎→基礎演習→発展→発展演習といった形で、座学・実
務・インターンシップを複合的に絡めた形で連動しており、向上させていく各専門能力
は、その連動過程において総合的に向上されていくよう設計されている。

各プログラム項目の推進の基本的考え方は、アクションベースであり、アウトカム重
視（何ができるようになったか）で評価していく設計とした。

①学官連携活動の全学的拡大
本学が平成17年からいち早く取り組んでいる、「技術サービス制度」（共同研究の呼び水となる受託計測分析制度）に専門の

コーディネーターを雇用し技術職員と一体に業務遂行する体制が整備された。それにより、先端計測ネットワーク事業、ナノテクプ
ラットフォーム事業を採択し、さらに受託計測分析の実績が上がるとともに、教員と連携した共同研究につながった。准教授・助教
などの若手研究者の共同研究が拡大し、全学的に産学連携活動が活性化した。

②知的財産マネジメントの強化
本プログラムで特許関連カリキュラムを充実させ、育成スタッフが独力で保有特許を見直しできる能力を開発し、マネジメント･

ルールを見直した結果、平成21年から23年の3年間で約3千万の特許管理経費が削減できた。また、事務職員の能力開発により、
従来の事務処理から企業等との契約交渉（ＮＤＡ、共同研究契約、特許実施契約等）ができるようになった。その結果、特許収入
が安定してきた。

③コンサルテーション業務の強化
従来は特許支援スタッフと研究支援スタッフがそれぞれ別に研究者を支援していたが、本事業を契機に人材育成カリキュラムを

充実させ人材も一本化した結果、一人のスタッフが一貫して一人の研究者を支援できる体制が実現できた。これにより、企業・研
究者双方に対して切れ間無いコンサル体制を構築できた。

育成されたコーディネートスタッフが企業の技術相談から共同研究、特許出願、競争的資金獲得まで一貫した支援ができるよう
になり、特に准教授・助教における共同研究比率が向上し（平成16年21％→平成20年以降平均約40％）、科研費採択率（平成
23年度47.4%）が向上した。又、学内外機関との連携推進体制が強化され、中小基盤整備機構のＢＩネットワーク事業（インキュ
ベーション施設連携）に平成23･24年度と続けて採択を受けた。このような新規取組で成果を上げた。



北陸先端科学技術大学院大学 

○ 産学官連携活動のまとめ 

概 要

大学を起点にＢＩネットワークと銀行を活用し新産業創出

趣旨・目的

大学等名 北陸先端科学技術大学院大学
機関名称

（ＪＡＩＳＴ発新産業創出のネットワーク構築）

成果及び効果

別紙（２）具体的な成果事例

【目的】 （ＢＩ：中小企業基盤整備機構支援のインキュベーション施設）

北陸3県のＢＩ・自治体・企業支援機関の協力のもと「世界に通じ
る省エネルギー高効率デバイス開発を目指した北陸発新産業創
出のための産学官金連携ネットワーク」構築を目指す。

本取り組みでは、本学名称が“北陸”とあるように北陸地域に立地する大
学として、北陸地域の機関・企業の支援を受けており、県域を越えたネット
ワーク構築を目指した。北陸地域をネットワークの対象として活動できる本
学の特色を活かし、石川県・富山県・福井県の北陸３県の自治体及び支援
機関から新たな参画を依頼し、北陸地域を包括するネットワークへと拡大で
き、それに伴い、各機関を通じた北陸地域の企業情報の獲得が容易になっ
た。本事業の参画機関が出席した北陸地域産学官金連携ネットワーク会議
（H24.１0.12開催）では、各機関の実情・ニーズや今後の方針を集約するこ
とができ、県域を越えた企業間の産産連携や産学連携への取組への理解
が深まった。

具体的には、技術相談会及びマッチングセミナーのイベントにおいて、北
陸地域内の企業が広く参加・出展し、出展企業の紹介や企業間連携への
サポートに関し、自治体や支援機関との連携が可能となった。また、本ネッ
トワーク活動により、本学支援財団から産学連携に関する活動経費に支援
の検討が始まった。 事業開始当初のアンケート調査及び積極的な企業訪問により、地方企業の技術課題と経営課題を把

握することができた。その活動で得られた情報やニーズをもとに開催した技術相談会では、オープン形
式の相談会ではなく具体的な技術課題に複数の専門教員が集中した議論を行ったことで、更に発展的
な発想につながった。11社参加した企業のうち4社が本学との産学連携もしくは、産学連携をベースと

した外部資金獲得への動きにつながったことは、地方企業にとっても本学にとっても大きな成果と言え
る。

また、技術相談会とは異なりオープン形式で開催したマッチングセミナーでは、77法人・機関から154

名の参加があり、パネル出展した30企業、13教員とのビジネス・技術交流が図られた。パネル出展した
30企業の中には、北陸地域のＢＩに入居する企業や各ＢＩ担当者が支援している企業が多く参加し、パ

ネル出展企業同士、パネル出展企業と一般来場者、パネル出展企業と講演大手企業（富士フイルム、
凸版印刷、ツネイシホールディングス）、更にはパネル出展、一般来場者と本学グリーンデバイス研究
センター教員との接点が生まれた。マッチングセミナーの開催が本事業期間末という事情もあり具体的
な支援成果はこれからになるものの、のべ十数件の新たなビジネス連携について支援活動を進めてい
る。北陸ＢＩネットワークのハード面だけでなくソフト支援強化を産学官金連携で行い、省エネルギー高
効率デバイスに関する新産業創出の連携基盤構築ができた。

事業期間における産学官連携活動のまとめ

【学び】学内外の実質的な事業支援体制の重
要性、事前調査とアウトリーチ活動の重要性

全学的な協力体制を得るには、最終的には
学長等のトップによるリーダシップが成功へ
の架け橋となる。又、外部機関のしかるべき
キーマンを実施体制に組込み、実質的なアド
バイスや協力・支援が得られる計画を最初か
ら設計しておくことが重要である。又、本事
業の本格実施までの半年間にプログラム設計
の為に充分な事前準備・調査期間をとった。
時間と経費の無駄遣いであり冗長な計画との
批判もあったが、結果的にはこの期間で多面
的な検討が実施でき、プロジェクトの質を向
上させた。さらに、本事業ではウエブサイト
での情報公開を徹底した。その結果、全国の
大学機関等が多大な関心を持っていただき、
全国からの出席者を得、人材交流が促進した。
【基盤】優秀な専門人材育成システムが構築
でき、研究成果を社会につなぐ持続的体制の
基盤ができた。今後は学内外へのさらなる浸
透を図りながらシステムの改善に努める。
【整備途上事項】開発したプログラムの他機
関との共有化や教職員のＦＤ･ＳＤに組み込む
など、ステークホルダーの拡大が課題である。

大学等名 ： 北陸先端科学技術大学院大学

別紙（３）

事業実施により明らかになった課題等

学長・担当理事のリーダシップによりセンター改組を実
施した。センター機能を強化・明確化するため、センター
名称を「産学官連携総合推進センター」と変更し、「産学
官連携専門人材の育成プログラムの開発」を新規ミッショ
ンとして追加・明文化した。「研究調査」業務は研究機構
の業務に格上げし、新規に研究動向調査チームを設立した。
全学的な研究動向調査ニーズに応え、新規プロジェクト立
案の基盤強化をした。ＪＳＴプラザ石川の施設活用構想の
もと、新たに「ＪＡＩＳＴイノベーションプラザ」を設立
し、本学の産学官連携総合推進センター、グリーンデバイ
ス研究センター、ナノマテリアルテクノロジーセンターの
3センターと北陸3県の大学、行政の連携拡大・強化を狙う。

事業期間終了後の産学官連携活動に対する考え方


